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雪崩危険度判定に関する一考察

○三好達夫、加治屋安彦、福澤義文、松澤勝、山際祐司 (北海道開発土木研究所 )

下澤徹也、三岡孝文 (ア ジア航測株式会社 )

1.|ま じダ,こ

北海道内の国道では雪崩に対する各種対策工が実施 され効果を発揮 しているが、しばしば雪

崩が発生 し、通行止めになる事がある。この際の判断は適切かつ迅速に行われる必要がある。

そこで、地域特性を踏まえ、雪崩発生の危険性を予測 し、適切な道路管理体制を支援するた

めに、自動的に雪崩危険度を判断、 リアルタイムに監視、客観的判断が可能、既存の施設を活

用できるとい うようなシステムの構築を最終 目的 と考えている。

本考察は、一般国道 453号の支笏湖畔斜面における雪崩発生 と気象条件等 との関係を調べ、

支笏湖畔の地域特性に適応 した雪崩危険度判定方法について検討 した結果を報告するものであ

る。

2.一般国道 453号支笏湖畔斜面の概況

調査対象地域は、支笏湖畔の一般国道 453号の区間

である。対象区間の道路延長は 5 km程度となつてお り、

周辺にはアメタ
゛
スや道路テレメータがある (図 -1)。

また、調査対象斜面を尾根など地形状況に応 じて、

15に分割 した (図 2)。 各斜面における雪崩発生区の

想定については、「平成 12年度一般国道 453号千歳市

支笏湖畔雪崩調査」
1)に 基づき、それ以外は地形や植

生により判断 した。それによると雪崩発生区の標高は

350mか ら 720mで、平均斜度は 32度 から 39度 となつ

てお り、全般的に急峻な地形 となつている。図 2の網

掛け部分は、植生の状況で、上部は裸地や灌木であり、

中腹から脚部は樹高 8m程度の広葉樹が多く占めてお

り、筋状の部分は専ら草地で貧弱な植生となつている。

図-2斜面・植生区分図

図-1調査対象地域
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3.既存の手法による雪崩危険度判定 (二次評価 )

発生時期に関する既存の雪崩危険度判定 (二次評価)手法として、DIを求める判別関数法 (以

下、土研方式)を用い、2001年 2月 1日 の表層雪崩 と 3月 1日 の全層雪崩について DIを 算出

し、これ らの雪崩の発生を予測できたかどうか検証 した。この方法は気象データを用いて計算

できるため、モニタリングを行 う方法 として適用性があると考えた。

評価する条件 としては、北海道開発局全域 (地域セルの設定な し)の判別式 (表 1)を使用

し、15分割 した各対象斜面で標高補正 し危険度を算出、気象データは北奥漁道路テレメータのデー

タを使用 した。その結果は表-2の通 りである。

土研方式 (DI)

・表層雪崩

DI=00275× X3‐00150× X10+00558× X13+00720× X32+1677
X3  :雪崩発生 日降雪量

X10 :雪崩発生 日積雪深

X13 :雪崩発生前々日平均気温

X32 :雪 崩発生 日最低気温

・全層雪崩

DI=‐ 00410× X3+01057× Xl,+02049× X22‐ 00295× X38+0442
X3 :雪 崩発生 日降雪量

X17 :雪 崩発生前々日・発生前 日の平均気温の差
X22 :雪 崩発生前 日最高気温

X38 :雪 崩発生前々日・発生前 日の 日較差の和

表 1判 別式 (北 海道開発局全域 )

この結果から、土研方式による雪崩危険度判定 (二次評価)について、表層雪崩では DIの ピ

ークが雪崩発生日に出現しており、適用性は高いと考える。また、全層雪崩では DIの ピークが

1日 早く出現しているが、DIと 雪崩発生日の関係を調べることにより適用性はあると考える。
しかし、雪崩の発生を予測・監視する上での土研方式における不十分な点としては、土研方

式による雪崩危険度判定は日単位で算出するため、危険度を常時監視できるとは言い難い。ま

た、DIは気温の影響を受けやすく、気温が高い時や変動が大きい時に危険度が高くなる。その

他、表層雪崩の発生要因の一つである雪庇の形成に影響する風速は考慮されていないことや融

雪期などの全層雪崩に影響する降水量を考慮 していないことがあげられる。そこで、土研方式

による結果や上記の問題点を考慮 し、より明確に、且つ、リアルタイム (毎時)に雪崩危険度

を判定する手法 (以下、雪崩危険度判定法 (試案)と する)の検討を行つた。

4.雪崩危険度判定方法 (試案)の検討

検討に当たっては、次のような方法で行つた。まず、2001年 2月 1日 の表層雪崩と3月 2日

の全層雪崩の発生日とその前後における気象条件 (図-3(表層)、 図-5(全層))を基に、雪崩
の発生を予測できるよう意図的に判定できるものとした。判定方法は、表層雪崩、全層雪崩そ

れぞれについて気象要因別、階級別に配点し、合計点数により危険度を判定するものとした。
気象要因の項目として、表層雪崩は積雪深、降雪量、気温、風速で、全層雪崩は積雪深、降雪
量、気温、降水量とした。その他の指標として土研方式 DIを表層・全層ともに考慮することと
した。そして、階級分けは、基本的に各気象項目について既存文献などから雪崩発生危険度に

関する条件や事例を調べて行つた。点数については前述のとおリサンプルの気象条件下で発生
が予測できるよう重み付けなどを行い配点した。その結果、雪崩危険度判定方法 (試案)の要
素別階級別配点表は、表-3(表層)、 表-4(全層)の とおりとなった。
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要  素 階 級 配 点

積雪深

毎時積雪深(h)

50 cln≦ h<1 00 cln 1

100 cln≦ h<1 50 cln

1 50 cln≦ h

横雪比(Δ h)

100≦ △h<105 1

105≦ △h<140

140≦ △h

降雪量
24時間累計降
雪量(s)

10 cm≦ s<30 cln 1

30 cm≦ s<50 cm 2

50 cm≦ s 3

気 温

毎時気温(t)

-7≦ t<-3℃ 1

-3≦ t≦ 0℃ 2

彗提閣日引週師 孵 墳 渤 ●l¨府 zDfF
藩悩産が10cln嘘

5(*2)

風 速
3時間平均屈

速(w)

4mlsSw(Smls 4

5mlsSw 5(*2)

土研方式 ＞
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表 3要素別階級別配点表 (表 層雪崩 )
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図 3200121に おける気象状況

図-4試案による200121に おける危険度推移
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要 素 階 級 配 点

積雪深

毎時積雪深(h)

50 cln≦ h<1 00 cln 1

1 00 cln≦ h 2

積雪比(△ h)
08<△ h<10 1

△h≦ 08 2

降雪量
24時間累計降雪

量(s)
lm≦ s 1

気 温

目熙
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表-4要素別階級別配点表 (全 層雪崩 )
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ロー6試案による200132における危険度推移

次に、表 3(表層)、 表-4(全層)を用いて、2001年 2月 1日 と2001年 3月 2日 について、

雪崩発生危険度を算出した。その結果はそれぞれ図 4、 図-6の とおりとなり、図 4の表層雪崩

では発生時刻と想定された 16時から 17時に 21点 となったことから、危険度が 20点 を超えた

場合、雪崩発生の危険性が高いとした。同様に、図 6の全層雪崩でも 10時から 14時にかけて

21点 なったことから、危険度が 20点 を超えた場合、雪崩発生の危険性が高いとした。
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5.雪崩危険度判定方法 (試案)の検証

雪崩危険度判定方法 (試案)を用いて 2001年 12月 から 2002年 3月

危険度を算出し、検証を行つた。その結果の一部 (図 7(表層雪崩))

15日 における雪崩発生

を以下に示す。

図-82002120に おける危険度推移 (表 層雪崩)

図-7を 見ると 1月 20日 において 20点 を超えた。この部分を拡大 したものが図-8で、21時

から 24時にかけて 21点以上の値が出現 したことから、この時間帯に表層雪崩が発生 した可能

性が高かつたと考えられる。図-9は 20日 前後の気象状況で 20日 10時以降に連続的な降雪が

あり、21時 には積雪深が 150 clllを超えた。また、気温は 3時から上昇傾向を示 し、風速も 5m/s

を超えたため、雪崩発生危険度の値が上昇 したと推察されます。ただし、この時点に雪崩の発

生を確認 していない。実際、翌 21日 から大量の降雨ため、夜には国道が通行止めとなり、その

後、支笏湖周辺で雪崩の発生が確認 されていることから、対象斜面でも同様に発生 した可能性

がある。そ うなると発生要因としては、降雪と降雨両方の影響が考えられるため、確実に予測

出来たとは言えない。全層雪崩についても、表層雪崩 と同様に危険度判定を行い、20点 を超え

る日が出現 したが、雪崩の発生を確認することが出来なかつた。

6.ま とめと課題 。今後の予定

上記の結果、今回の試案は毎時に雪崩発生危険度を算出できる。発生予測は表層雪崩につい

て比較的に適応性は高いが、全層雪崩については低い。課題 としては作成に用いた雪崩発生の

事例が少ない。各気象要素の階級や配点の設定根拠が明確で無いものもある。合計点に応 じた

危険度ランクが設定されていない。使用 した気象データは対象斜面の気象データではない。

今後は、まとめと課題を踏まえ、試案を修正 。改良し精度向上を図るとともに気象データの

自動収集並びに雪崩危険度を自動的に判定するシステムの構築を図りたい。

参考文献 :1)Jヒ海道開発局札幌開発建設部「一般国道453号千歳市支笏湖畔雪崩調査」報告書 (平成 13年 3

月 )
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図 72002冬 期における危険度推移 (表 層雪崩)
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図-92002120前 後における気象推移状況
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